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○奈良県個人情報の保護に関する法律施行条例 

令和四年十二月二十二日 

奈良県条例第十九号 

奈良県個人情報の保護に関する法律施行条例をここに公布する。 

奈良県個人情報の保護に関する法律施行条例 

(趣旨) 

第一条 この条例は、個人情報の保護に関する法律(平成十五年法律第五十七号。以下「法」

という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(個人情報取扱事務の登録及び閲覧) 

第二条 実施機関(知事、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員、公安委員

会、警察本部長、労働委員会、収用委員会及び内水面漁場管理委員会並びに県が設立した

地方独立行政法人(地方独立行政法人法(平成十五年法律第百十八号)第二条第一項に規定

する地方独立行政法人をいう。)をいう。以下同じ。)は、個人情報を取り扱う事務(以下「個

人情報取扱事務」という。)について、次に掲げる事項を記載した個人情報取扱事務登録

簿(以下「登録簿」という。)を備え、一般の閲覧に供しなければならない。 

一 個人情報取扱事務の名称 

二 個人情報取扱事務を所管する組織の名称 

三 個人情報を収集する目的 

四 個人情報の対象者の範囲 

五 個人情報の記録項目(要配慮個人情報にあっては、法第二条第三項に掲げる個人に関

する情報に含まれる記述等に係る項目を含む。) 

六 個人情報の収集先 

七 前各号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項 

2 実施機関は、個人情報取扱事務を開始したときは、直ちに、当該個人情報取扱事務につ

いて登録簿に登録をしなければならない。登録をした事項を変更したときも、同様とする。 

3 実施機関は、個人情報取扱事務を廃止したときは、遅滞なく、当該個人情報取扱事務に

ついて登録簿から登録を抹消しなければならない。 

4 前三項の規定は、次の各号のいずれかに該当する個人情報取扱事務については適用しな

い。 

一 県の職員若しくは県が設立した地方独立行政法人の役員若しくは職員(以下この号に

おいて「県の職員等」という。)又は県の職員等であった者に係る人事、給与、福利厚
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生等に関する事務 

二 物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために、送付又は連絡に必要な相手

方の氏名、住所その他の事項のみを取り扱う事務 

三 犯罪の捜査に関する事務 

四 国の安全その他の国の重大な利益に関する事務 

五 前各号に掲げるもののほか、奈良県個人情報保護審議会の意見を聴いて実施機関が定

める事務 

5 実施機関は、第一項第五号の記録項目の一部、同項第六号に掲げる事項若しくは同項第

七号の実施機関が定める事項の一部を登録簿に記載し、又は個人情報取扱事務について登

録簿に登録することにより、個人情報取扱事務の性質上、当該個人情報取扱事務の適正な

遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、第一項及び第二項の規定に

かかわらず、その記録項目の一部、事項若しくは実施機関が定める事項の一部を記載せず、

又はその個人情報取扱事務について登録簿に登録しないことができる。 

(開示請求書に記載する事項) 

第三条 開示請求書には、法第七十七条第一項各号に掲げる事項のほか、実施機関が定める

事項を記載しなければならない。 

(開示請求に係る手数料及び費用負担) 

第四条 法第八十九条第二項の規定による開示請求に係る手数料は、徴収しない。 

2 前項の規定にかかわらず、法第八十七条第一項の規定により写し(電磁的記録にあっては、

規則で定める方法により交付される物を含む。)の交付を受ける者は、当該写しの作成及

び送付に要する費用として規則で定める額を負担しなければならない。 

(訂正請求書に記載する事項) 

第五条 訂正請求書には、法第九十一条第一項各号に掲げる事項のほか、実施機関が定める

事項を記載しなければならない。 

(利用停止請求書に記載する事項) 

第六条 利用停止請求書には、法第九十九条第一項各号に掲げる事項のほか、実施機関が定

める事項を記載しなければならない。 

(行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料) 

第七条 法第百十九条第三項の規定により納付しなければならない手数料の額は、二万千円

に次に掲げる額の合計額を加算した額とする。 

一 行政機関等匿名加工情報の作成に要する時間一時間までごとに三千九百五十円 
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二 行政機関等匿名加工情報の作成の委託を受けた者に対して支払う額(当該委託をする

場合に限る。) 

2 法第百十九条第四項の規定により納付しなければならない手数料の額は、次の各号に掲

げる行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締結する者の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額とする。 

一 次号に掲げる者以外の者 法第百十五条の規定により当該行政機関等匿名加工情報

の利用に関する契約を締結する者が法第百十九条第三項の規定により納付しなければ

ならない手数料の額と同一の額 

二 法第百十五条(法第百十八条第二項において準用する場合を含む。)の規定により当該

行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締結した者 一万二千六百円 

(奈良県個人情報保護審議会) 

第八条 この条例の規定によりその権限に属させられた事項を処理させるほか、次に掲げる

事務を行わせるため、奈良県個人情報保護審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

一 法第百五条第三項において準用する同条第一項の規定による実施機関の諮問に応じ

審査請求について調査審議すること。 

二 法第三章第三節の施策を講ずる場合その他の場合において、個人情報の適正な取扱い

を確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると実施機関(地

方独立行政法人を除く。以下この号において同じ。)が認める事項について、実施機関

の諮問に応じ調査審議すること。 

三 他の条例の規定によりその権限に属させられた事項を処理すること。 

2 審議会は、委員六人以内で組織する。 

3 委員は、学識経験を有する者のうちから、知事が委嘱する。 

4 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

5 委員は、再任されることができる。 

6 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

7 第二項から前項までに掲げるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

(令五条例二七・一部改正) 

(審議会の調査権限) 

第九条 審議会は、必要があると認めるときは、前条第一項第一号の規定により諮問をした

実施機関(以下「諮問実施機関」という。)に対し、保有個人情報の提示を求めることがで
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きる。この場合においては、何人も、審議会に対し、その提示された保有個人情報の開示

を求めることができない。 

2 諮問実施機関は、審議会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒んではな

らない。 

3 審議会は、前条第一項第一号の規定による諮問に係る調査審議を行うため必要があると

認めるときは、諮問実施機関に対し、保有個人情報に含まれている情報の内容を審議会の

指定する方法により分類又は整理した資料を作成し、審議会に提出するよう求めることが

できる。 

(委員による調査手続) 

第十条 審議会は、必要があると認めるときは、その指名する委員に、前条第一項の規定に

より提示された保有個人情報を閲覧させることができる。 

(提出資料の写しの送付等) 

第十一条 審議会は、第九条第三項の規定による資料の提出又は法第百六条第二項の規定に

より読み替えて適用される行政不服審査法(平成二十六年法律第六十八号)第八十一条第

三項において準用する同法第七十四条若しくは同項において準用する同法第七十六条の

規定による主張書面若しくは資料の提出があったときは、これらの資料又は主張書面の写

し(電磁的記録にあっては、当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面)を当該資料

を提出した審査請求人等(審査請求人、参加人(同法第十三条第四項に規定する参加人をい

う。)又は諮問実施機関をいう。以下同じ。)以外の審査請求人等に送付するものとする。

ただし、第三者の利益を害するおそれがあると認められるときその他正当な理由があると

きは、この限りでない。 

2 審議会は、前項の規定による送付をしようとするときは、当該送付に係る資料を提出し

た諮問実施機関の意見を聴かなければならない。ただし、審議会が、その必要がないと認

めるときは、この限りでない。 

(提出資料の写し等の交付に係る手数料) 

第十二条 奈良県行政不服審査会条例(平成二十八年三月奈良県条例第七十号)第十条及び

第十一条の規定は、行政不服審査法第八十一条第三項において読み替えて準用する同法第

七十八条第四項に規定する手数料について準用する。この場合において、同条例第十一条

中「審査会」とあるのは、「奈良県個人情報保護審議会」と読み替えるものとする。 

(調査審議手続の非公開) 

第十三条 審議会の行う第八条第一項第一号の規定による諮問に係る調査審議の手続は、公
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開しない。 

(答申の尊重義務) 

第十四条 諮問実施機関は、第八条第一項第一号の規定による諮問に対する答申を受けたと

きは、これを尊重して、当該審査請求に対する裁決を行わなければならない。 

(実施状況の公表) 

第十五条 知事は、規則に定めるところにより、毎年一回、各実施機関における個人情報の

開示等の実施状況を取りまとめ、公表するものとする。 

(その他) 

第十六条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

(罰則) 

第十七条 第八条第六項の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の拘禁刑又は五十

万円以下の罰金に処する。 

(令七条例六六・一部改正) 

附 則 

(施行期日) 

第一条 この条例は、令和五年四月一日から施行する。 

(奈良県個人情報保護条例の廃止) 

第二条 奈良県個人情報保護条例(平成十二年三月奈良県条例第三十二号。以下「旧条例」

という。)は、廃止する。 

(旧条例の廃止に伴う経過措置) 

第三条 次に掲げる者に係る旧条例第九条の規定による職務上知り得た旧条例第二条第一

号に規定する個人情報(以下「旧個人情報」という。)をみだりに他人に知らせ、又は不当

な目的に使用してはならない義務又は旧条例第十条第三項(同条第四項において準用する

場合を含む。)の規定によるその事務に関し知り得た旧個人情報をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に使用してはならない義務については、この条例の施行後も、なお従前の

例による。 

一 この条例の施行の際現に旧条例第二条第六号に規定する実施機関(以下「旧実施機関」

という。)の職員である者又はこの条例の施行前において旧実施機関の職員であった者

のうち、この条例の施行前において旧個人情報の取扱いに従事していた者 

二 この条例の施行前において旧条例第十条第三項(同条第四項において準用する場合を

含む。)の事務に従事していた者 
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2 この条例の施行の日(以下「施行日」という。)前に旧条例第十一条第一項の規定により

備えられた個人情報取扱事務登録簿は、第二条第一項の規定により備えられた登録簿とみ

なす。 

3 前項の規定により、第二条第一項の規定により備えられた登録簿とみなされたものにつ

いて、同条第二項後段の規定を適用する場合においては、同項中「直ちに」とあるのは、

「この条例の施行後遅滞なく」とする。 

4 施行日前に旧条例第十一条第四項第五号の規定により奈良県個人情報保護審議会の意

見を聴いて実施機関が定めた事務は、第二条第四項第五号の規定により奈良県個人情報保

護審議会の意見を聴いて実施機関が定めた事務とみなす。 

5 施行日前に旧条例第十二条第一項若しくは第二項、第二十六条第一項若しくは第二項又

は第三十四条第一項若しくは第二項の規定による請求がされた場合における旧条例に規

定する自己を個人情報の本人とする個人情報の開示、訂正及び利用停止については、なお

従前の例による。 

6 旧条例第六十一条第一項の規定により置かれた奈良県個人情報保護審議会(以下「旧審議

会」という。)は、第八条第一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもって存

続するものとする。 

7 この条例の施行の際現に旧審議会の委員である者は、施行日に、第八条第三項の規定に

より審議会の委員として委嘱されたものとみなす。この場合において、その委嘱されたも

のとみなされる者の任期は、同条第四項の規定にかかわらず、施行日における旧審議会の

委員としての残任期間と同一の期間とする。 

8 この条例の施行の際現に旧審議会の委員である者又はこの条例の施行前において旧審

議会の委員であった者に係る旧条例第六十一条第六項の規定による職務上知ることがで

きた秘密を漏らしてはならない義務については、この条例の施行後も、なお従前の例によ

る。 

9 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前において旧実施機関が保有

していた個人の秘密に属する事項が記載された旧条例第六十四条に規定する個人情報フ

ァイル(その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。)をこの条例の施行後に提

供したときは、二年以下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。 

一 この条例の施行の際現に旧実施機関の職員である者又はこの条例の施行前において

旧実施機関の職員であった者 

二 第一項第二号に掲げる者 
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(令七条例六六・一部改正) 

10 前項各号に掲げる者が、その業務に関し知り得たこの条例の施行前において旧実施機

関が保有していた行政文書に記録されている旧個人情報をこの条例の施行後に自己若し

くは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、一年以下の拘禁刑又

は五十万円以下の罰金に処する。 

(令七条例六六・一部改正) 

11 第八項の規定によりなお従前の例によることとされた義務に違反して秘密を漏らした

者は、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

(令七条例六六・一部改正) 

12 第五項の規定によりなお従前の例によることとされた旧条例第十二条第一項又は第二

項の規定による自己を個人情報の本人とする個人情報の開示に関し、偽りその他不正の手

段により、旧条例第十八条第一項の決定に基づく個人情報の開示を受けた者は、五万円以

下の過料に処する。 

13 この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

(行政不服審査法に基づく書面等の写し等の交付手数料に関する条例の一部改正) 

第四条 行政不服審査法に基づく書面等の写し等の交付手数料に関する条例(平成二十八年

三月奈良県条例第六十九号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

(奈良県行政不服審査会条例の一部改正) 

第五条 奈良県行政不服審査会条例(平成二十八年三月奈良県条例第七十号)の一部を次の

ように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則(令和五年条例第二七号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、令和五年四月一日から施行する。 

附 則(令和七年条例第六六号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、令和七年六月一日から施行する。 

(罰則の適用等に関する経過措置) 

2 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

 


